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【事実の概要】
1　
本件の事実関係
⑴
　
本件事故 概要
本件事故は、兵庫県明石市大蔵海岸通り一丁目の大蔵海岸東地区に位置し、東側及び南側をコンクリート製ケーソンを並べて築
造されたかぎ形突堤（以下「本件かぎ形突堤」といい、その東側部分と南側部分をそれぞれ「東側突堤」 、 「南側突堤」という。 ）に
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接していた砂浜（以下「本件砂浜」という。 ）において、 東側突堤のケーソン目地部に取り付けられたゴム製防砂板（以下「防砂板」という。 ）が破損し、その破損部から同目地部付近の砂層の砂が海中に吸い出されて砂層内に大規模な空洞が形成され、平成一三年一二月三〇日、同空洞上部を小走りで移動していた被害者（当時四歳）が、その重みのため同空洞が突如崩壊して生じた陥没孔に落ち込んで生き埋めとなり、約五か月後に死亡 たというものである。
⑵
　
本件砂浜、本件かぎ形突堤等の所有・管理関係等
明石市は、平成元年頃以降、大蔵海岸に海浜公園を建設する計画を立て、関係機関との協議等を経た上で、平成五年三月、兵庫
県知事から公有水面埋立免許を得て、本件砂浜や本件かぎ形突堤を含む大蔵海岸の砂浜、突堤及び護岸等を造成、築造し、平成九年八月にこれ を完成させ、国（当時の建設省）に所有させるに至った。そして、明石市は 当時の近畿地方建設局長との間で海岸法所定の協議を経て、 平成一〇年二月一三日、 同局長 ら、 前記砂浜並びに海岸保全施設である突堤及び護岸等を含む地域につき、占用目的を公園、占用期間を平成一五年二月一二日までとして、占用の許可を得、平成一〇年三月 公園として一般に開放した。
国は、直轄工事が完了した場合には、当該海岸保全施設を海岸管理者に速やかに引き渡すこととされているが、大蔵海岸の直轄
工事については、本件当時も施工中として取り扱われていた め 本件事故当時まで本件砂浜と本件かぎ形突堤を含む当該直轄工事区域全体を海岸管理者である兵庫県知事に引き渡したことはなく 近畿地方整備局内に置かれ 姫路工事事務所が、同区域内の海岸保全施設の維持管理を行っていた。そのため、姫路工事事務所 明石市は、平成一一年三月二四日、維持管理に関する必要な事項について、 「大蔵海岸海浜公園 維持管理に関する覚書」 （以下「 覚書」という。 ）を締結した。
明石市は、同市が全額出資している財団法人明石緑化公園協会（以下「公園協会」という。 ）に市内の公園の維持管理業務等を委
託していたところ、大蔵海岸についても日常管理業務 委託し 公園協会は、警備員等を配置するなどして大蔵海岸の砂浜や施設等の巡視、点検等を行 、警備員等から異常があるとの報告を受けた場合には、適宜、その内容 明石市土木部海岸・治水課（以下「市海岸・治水課」という。 ）に連絡し いた。
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⑶
　
被告人の地位、職責等
被告人は、本件当時、姫路工事事務所工務第一課（以下「工務第一課」という。 ）の課長であり、東播海岸を含む兵庫県大阪湾沿
岸、播磨沿岸及び淡路沿岸について、海岸に関する工事の実施計画、同実施設計、同調査、同実施の調整、同施行、監督及び検査、工事の実施上必要な保安及び危害予防、工事開始から工事完成までの工事用地の管理に関する事務や海岸の管理に関する事務等の業務に従事していた。
⑷
　
本件事故発生に至る経緯等
本件砂浜においては、遅くとも平成一一年頃から、本件事故と同様の機序による砂浜の陥没が繰り返し発生していた。このよう
な陥没が本件砂浜の南側突堤沿い及び東側突堤沿い南端付近で繰り返し発生していることを把握した明石市は、平成一三年一月から同年四月までの間、三回にわたって、これに対する補修工事を実施した。なお、本件砂浜では 本件事故以前から、東側突堤沿いの南端付近だけ なくこれより北寄りの場所でも、複数の陥没様の異常な状態が じ た。
市海岸・治水課は、前記補修工事の際 陥没付近のケーソン目地部の防砂板が破損していることを発見し、これが陥没の 原
因に関係しており、補修工事を実施した箇所以外の防砂板も損傷している可能性があると考え 他 箇所 の防砂板 破損の調査及びその補修を行う必要性があり、 そのため は相当大規模な補修工事が必要となること 、 本件かぎ形突堤を所有する国に対しその施工を要請することとし、同年五月一七日、姫路工事事務 播海岸出張所（以下「東播海岸出張所」という。 ）の所長であるＢ（以下「Ｂ」という。 ） に対し、本件砂浜における陥没の発生状況や施 した補修工事の概要等について説明した。陥没対策の緊急性や必要性に理解を示したＢは、翌一八日、被告人及び工務第一課職員に対し、聴取した内容を報告するとともに、明石市が姫路工事事務所に抜本的な対策 講じてほしい旨要求していることなども伝えた。
被告人は、同年六月一五日、姫路工事事務所及び市海岸・治水課の関係者が集まった平成 四年度の予算要望に関する事前打合
せの場で、市海岸・治水課から、防砂板の破損の調査及び補修工事 実施の要請を受けた。被告人は、当初 消極的姿勢を示したが、
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明石市の強い要求を受け、結局、国で何らかの対策を考えるということとなった。
被告人は、平成一三年七月にはＢとともに自ら大蔵海岸を視察し、また、同年九月中旬以降、市海岸・治水課から陥没対策を講
ずるよう重ねて要望を受け、工務第一課職員の進言もあり、コンサルタント会社に対して陥没対策に関する調査をさせることとし、その意向を聞いたＢは、同年一〇月頃 これを市海岸・治水課に伝えるなどしていた。
他方、市海岸・治水課は、その後も、職員のパトロールや公園協会の報告により、本件砂浜の南側突堤沿いや東側突堤沿い南端
付近の場所において発生し いた陥没の状況や立入防止策 実施状況等を把握し、同年一二月二五日には、市海岸・治水課において、南側突堤沿いの砂浜及び東側突堤沿い南端付近の砂浜の表面に現出した陥没の周囲をＡ型バリケードで囲うなどの措置をとった。
このような状況の中、同月三〇日、本件砂浜のうち、前記措置がとられた場所よりも北寄りの東側突堤沿いの場所にお て、本
件事故が発生した。
2　
原判決が是認する差戻し後の第二次第一審判決の認定
第二次第一審判決は、以上の事実関係等を前提に、被告人に本件事故発生の予見可能性があったとした上、平成一三年六月一五
日以降、国土交通省による抜本的な砂の吸出防止工事が終了するまでの間、工務第一課自ら、本件砂浜に人が立ち入る が きないよう、本件かぎ形突堤が階段護岸に接合する地点からその西方の水面 結ぶ線上にバリケード等を設置し、本件砂浜陥没の事実及びその危険性を表示するなどの安全措置を講じ、あるいは明石市又は東播海岸出張所に要請して前記安全措置 講じさせ、もって陥没等の発生により本件砂浜利用者等が死傷に至る事故の発生を未然に防止すべき業務上 注意義務があったにもかかわらず、その注意義務を怠り、南側突堤沿いの砂浜及び東側突堤沿い南端付近の砂浜 現出した陥没の周囲のみ バリケード 設 する措置を講ずることで事足りると軽信し、漫然と前記安全措置を講 ことなく放置した過失により、本件事故を発生させて被害者を死亡するに至らしめた旨認定し、原判決はこれを是認した。
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【訴訟の経緯】本決定は、本件事故に関する第二次上告審決定である。本件事故に関して、まず神戸地判平成一八年七月七日が、死傷事故の予
見可能性を否定した上で被告人らに無罪を言い渡した。これに対する控訴審大阪高判平成二〇年七月一〇日が予見可能性を認めて破棄差戻しの判決を下したところ、 第一次上告審決定最二決平成二一年一二月七日
）1
（
が上告を棄却している。 この第一次上告審までは、
本件被告人を含めた四名、すなわち本件被告人たる公務第一課課長並びに東播海岸出張所所長および明石市土木部海岸・治水担当参事並びに同部海岸・治水課課長の四名であったが、差戻後、本件被告人の体調不良のため、手続が分離されてい
る
）2
（
。差戻後、神
戸地判平成二三年一〇月一二日は被告人に対し禁錮一年執行猶予三年を言い渡し、差戻後控訴審たる大阪高判平成二四年七月一七日は控訴を棄却した。これに対して上告が されたところ、示されたのが本件 定である。なお、第一次上告審相被告人三名に対しても、本決定と同日 上告棄却 決定がなされている
）（
（
。
【決定要旨】⑴
　
所論は、国には、本件砂浜の安全管理責任はなく、仮にあっても、工務第一課には、東播海岸出張所や本件砂浜の占用許可
を得て具体的な管理を行っている明石市に対して本件砂浜に関する安全措置を講ずるよう要請する法的権限がないため、被告人には、本件砂浜に関する安全措置を講ずべき業務 の注意義務はないという。
⑵
　
そこで本件事実関係を踏まえて検討すると、本件砂浜は、本件かぎ形突堤とともに、国が所有権を有し、国の直轄工事区域
内に存在し これが造成されてから本来の海岸管理者である兵庫県知事 引き渡されたこ は 度もないこと、国は本件砂浜を含めて大蔵海岸についての海岸法上の占用許可を明石市に対 て与えており、本件砂浜も国の一般的な管理下にあることを前提とした行動をとっていると理解できること、前記直轄工事区域内の海岸保全施設 維持管理を国がしていたことなどからすれば、砂浜につい も、国がその安全管理をすべき基本的責任を負っていたというべきである。その責任を担うべき組織としては 大蔵
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海岸を含む東播海岸の海岸保全施設に関する工事等を主な業務とし、海岸管理者の代行権限を実際上行使していたと認められる姫路工事事務所であって、海岸の工事、管理に関する 務 つかさどっていた工務第一課は、その具体的担当部署の一つであったと認められる。
そして、本件当時、本件砂浜の日常的な管理は国から占用許可を得ていた明石市が行っていたが、国と明石市の間には、本件覚
書を含めて、本件砂浜における陥没続発のような異常事態への対応については明確な取決めがなかった。 ような中、姫路工事事務所は、市海岸・治水課から、平成一三年六月には 本件砂浜 陥没発生状況やその原因について情報提供を受けて抜本的な対策工 を行うよう要請され、同市と共に 対策に取り組み始めていた。また、その当時から本件かぎ形突堤の瑕疵が原因で隣接する本件砂浜が陥没し いると考えられており、国は所有する本件かぎ形突堤の安全管理という面からも周囲に及ぼす影響への対策を求められる立場にあったといえる。こ らの事情に照らすと、 当時、本件砂浜の具体的な安全管理が明石市のみに委ねられていたとはいえず、国の組織であ 姫路工 事務所もその責任を負い、その具体的担当部署の一つである工務第一課として自ら又は東播海岸出張所若しくは明石市に対して要請するなどして、本件砂浜の安全管理を具体的に行うべき立場にあって、明石市は、海岸管理者の代行権限者である国から占用許可を受けた者と 監督を受ける地位 あり、国と共に本件砂浜の陥没対策に取り組んでいたのであるから、工務第一課の要請 応じないことは く、出先機関であ 東播海岸出張所も同様であったと認められる。そうすると、工務第一課の課長であった被告人 つい は、その地位や職責、権限に加え、その職務の遂行 が、前記のとおり、本件のような事故を防止すべく本件砂浜の陥没対策に関して国側担当者として活動していたものであ こ などに照らし、遅く も打合せの席上 明石市から国としての対応を求められた同年六月一五日以降 土交通省 よる陥没対策 が終了するまでの間、工務第一課自ら又は明石市若しくは東播海岸出張所に して安全措置を講じ 陥没等 発生により本件砂浜利用者等が死傷に至る事故の発生を未然に防止すべき業務上の注意義務があったと認められる。
したがって、被告人に本件砂浜に関する安全措置を講ずべき業務上の注意義務があるとした原判決は、相当である。
二九一
刑事判例研究（山本）
【研
　
究】
⑴
　
問題の所在
本決定は、 「被告人に本件砂浜に関する安全措置を講ずべき業務上の注意義務があるとした原判決は、相当である。 」
としたものである。したがって、まずもって問題となるのは、注意義務の「存否」である。もちろん、本件事故の予見可能性も、注意義務の存否という問題と無関係ではないが、本決定は、上告趣意における主張にもかかわら
ず
）（
（
、特
段の回答を示していない。予見可能性については第一次上告審決定がすでに述べているところ り、 「決着済み」として捉えられた のと思われる。
ところで、本決定は「注意義務」の存否について判断しているが、本件で問題になっている は過失不作為犯であ
るから、作為義務との関連を簡単に示しておきた 。過去の最高裁判例において 過失不作為犯における作為義務は「注意義務」という用語の下で論じられている一
方
）（
（
、作為義務と注意義務の峻別が学説から説かれることも少なく
ない。いずれにしても、 誰が義務を負うかと う問題は排他的支配説などに見られる作為義務の問題になじむ一方 、どのような義務を負うかは 予見可能性の程度 どを考慮する注意義務 問題だと区別することは可能であり、思考の整理には有益だと思われ
る
）（
（
。本件においてまずもって問われているのは、前者の問題である。以下は、この問題を
注意義務の存否
0000000
の問題と呼ぶこととしたい。
本件において注意義務の存否が問題となるのは、本件砂浜の日常的な管理は明石市が行っていたためである。明石
市によるこの管理は、市が国から占用の許可を得ており、国側の姫路工事事務所 明石市側で締結されていた「大蔵海岸海浜公園の維持管 関する覚書」に基づき、市から委託 受けた公園協会が行っていた。このように、砂浜の
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日常的な管理を市が行っていた以上、国が所有権を有するとは言え、砂浜に関する刑法上の義務は負わないのではないかという疑問が生じうるのである
）（
（
。
たしかに、本件事故に関する別の手続においては、その差戻後第一審判決が、 「いずれも漫然と上記安全措置を講
じることなく放置した各過失の競合により」として、国側と市の過失の競合を認めてい
る
）（
（
。しかし、国と市が異なる
立場であり、管理対象も厳密には異なっていたのであるか
ら
）（
（
、立場の異なる組織間での過失の競合を認めることが、
どのようにして正当化されるかという問題が生じる。た かに、本決定は、過失の競合を意識的 論じたものではない。しかし、以下の裁判例が示すよう 、他者の過失行為が介在する事案における注意義務は、一定の要件の下で認められてきた。また、学説上も、限定のための視点に差異はあるとしても、過失 競合を無限定に認めているわけではな
い
）（（
（
。そこでまずは、過去の裁判例において、いかなる要件下で過失の競合が認められてきたかを概観し、その上
で本決定の判断構造を検討す としたい。
⑵
　
水平型か垂直型か
過失の競合という事案を分析するにあたっては、水平的な分業か垂直的な分業かという視点が持ち出されることが
多
い
）（（
（
。もちろん、この類型化は法的な要件を導くものではないが、以下に見るように、過去の裁判例においても、類
型ごとに下位基準に差異が生じている。それゆえまずは、類型ご に先例の下位基準を概観し、その上で本件を検討すること したい。
①
　
水平型の分業
二九三
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水平型の分業においては、行為者間にヒエラルキッシュな指揮関係が存在しない。この類型に属する裁判例として
挙げられるのは、患者取り違え事
件
）（（
（
である。この事案においては、看護師・麻酔医・執刀医という立場の異なる複数
の被告人のいずれもが、患者の同一性を確認すべき義務があるとされた。このように、複数人が同一の注意義務を負う、換言すれば他者による注意義務の履践 信頼してはならないとされた背景には、当該外科においては、 「担当するグループに所属する医師全員が主治医となる体制を採って」いたが、 「上記主治医の中での最終的な責任者は決まっておらず、手術前に、第一外科、麻酔科、手術部の担当者間で、具体的な役割分担、手術室への入室時刻等につき格別の打合せ等はされていなかった。同病院では、患者にリストバンドを着用させるなど、そ 同一性を確認する格別の手段も講じられていなかった。 」という点である。換言すれば、患者の同一性確認について明確な分業がなされていなかったため、複数人が同一の注意義務を負うということとな
る
）（（
（
。このように、水平間の類型にあっては、複数
人が同一の注意義務を負うが、そのよう 重畳を認めるためには、分業体制が確立されて ないかったことが認定される必要がある。分業が確立していれば、特段の事情がない限り 担当者による履践を信頼してよいと解するのが自然だからである。
②
　
垂直型の分業
これに対し、垂直型の分業、すなわち行為者に上位者・下位者の関係を認めることができる類型 あっては、行為
者らに課される注意義務は異な すなわち、この類型にあ ては、上位者は下位 に職責を委任・委譲できるのであって、原則としては、下位者と同一の立場で重畳 注意義務を負うことは 。従来、医療過誤の刑事責任 追及が直接患者の治療に当たった医師にとどまっていたと指摘さ るゆえんであ
）（（
（
。
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垂直型に属する裁判例として挙げられるのは、抗がん剤過剰投与事
件
）（（
（
である。この事案においては、耳鼻咽喉科科
長であった被告人が、被害者の主治医による抗がん剤の過剰投与を見過ごしたことについて業務上過失致死罪の責を負うとされた。過剰投与による被害者の死亡について、 主治医のみならず科長たる被告人も過失責任を問われたのは、下位者たる主治医のミスを予見しうる状況にあった、 具体的には、 同科には当該疾病の臨床経験のある医師がいなかったこと、被告人は主治医から─客観的には過剰投与 当たる─抗がん剤の 計画に関する説明を受け いたという状況が背景にある。このように、垂直型の類型にあっては、下位者のミスを予見しうる場合に上位者の過失責任が認められると考えられている。そ 意味では 垂直 類型は、従来、監督過失に分類されてきた類型と判断構造を同じくする
）（（
（
。
⑶
　
本決定の判断構造
過失の競合に関するこれらの先例に比し、 本決定においては過失の競合という問題が明示的に論じられてはいない。
これは、垂直型の典型例であ 抗がん剤過剰投与事件において主治医のミスの予見可能性が明示されていたことと対照的である。たしかに原審においては、明石市が「繰り返し補修工事を行ったのに陥没の発生を阻止できず 姫路工事事務所に対して抜本的な対策工事を要請したというこ は、その前提として、
明石市においては
00000000
、
陥没発生の原因
0000000
や機序を十分 把握できな ったことを意味する
0000000000000000000000
のであって、本件砂浜に安全措置を講じるとしても、その時期や範
囲の判断を誤るおそ があり、安全管理責任 十分果 せない状況に 」
（圏点筆者）
として、市はもはや陥没が
発生しうる場所 正確 予測 い状況にあったこと 指摘されている。 かし本決定 おいては、市から対応を
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求められていたという事実が強調され、市による対応がもはや不可能であったという点は、直截には述べられていない。
他方、水平型における認定要素に分類しうる事実、すなわち「本件砂浜における陥没続発のような異常事態への対
応については明確な取り決めがなかった」という点の認定は、たしかに見出しうる。しかしこの点は、後に述べるように国の排他的支配を基礎づける事情に続いて述べら ているのであって、国と市が同じ立場で陥没事故に対応しているという水平型の思考は、本件にはやはり馴染まな と考えるべき る
）（（
（
。
本決定において被告人の注意義務の存在を認定するために挙げられている要素は、国が砂浜の所有権を有している
とか、砂浜が国の管理下にあることを前提として る行動を っているなど、いわば危険源の管理を示す事情である。それらの事情によって 側の被告人の注意義務の存在を認定した上で、市側の被告人との競合は原審ほど明示的には論じていない。これは、たとえば主治医でない者の責任が問われた過失の競合が問題になった先例に比して、被告人がより直截に責任を負うという思考 表れでは だろうか
）（（
（
。
たしかに、日常的、小規模な瑕疵の整備については、覚書によれば市の管轄事項であり、国が直截に責任を負うこ
とはないであろう。しかし大規模な対策については、上位者も積極的に関与することになるという観点に立つのであれ
ば
）（（
（
、本件事故については、国がより直截に責任を負うという構成にも一定の合理性はあ
る
）（（
（
。そのような場合には、
小規模な瑕疵の整備と異なり、下位者の適切な措置を信頼し よい場合は限られるか
ら
）（（
（
、従来の過失の競合と類似の
判断構造を明示的には採らなかったものと理解するこ が可能である。
また、本決定に対しては、同じく国家公務員の注意義務が問われた薬害エイズ事件厚生省ルート 比して、支配を
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基礎づける事情たる、情報と監督権限の実証が曖昧であったという指摘がなされている
が
）（（
（
、これも、国を「二次的な
責任」にとどまるとした薬害エイズ事件厚生省ルートと、より直接的な責任と考えられた本決定との違いに由来するものと思われる
）（（
（
。
このように、本決定は、国が砂浜の所有権を有するという形式面にとどまらず、それを前提とした行動をとってい
たという実質面も認定した上で、大規模な瑕疵が発生したため国が日常的な瑕疵よりもより直接的な責任を負うという思考を示したものと理解 う 。それゆえ、二次的な責任者にとどまるはずの背後者の をいかにして根拠づけうるか、という過失 競合という問題は明示的に論じられ かっ ものと思われる
）（（
（
。
もっとも、より直截に責任を負うといっても、下位者の行動 一切信頼してはならないということにはならないか
ら、その限りでは、過失の競合 問題は生じる しかし原審が指摘するよう 、市 対応できないことが国に明らかになっている以上、国が責任を負うこ は正当化されよう。また、 「国と共に本件砂浜の陥没対策に取り組んでいた」市の責任につ ても、適切なパトロールを行っていれば事故現場付近の陥没を発見できたという原審 認定を前提とすれ
ば
）（（
（
、過失責任を否定する理由は見出せない。特に南端付近の立ち入り禁止措置などを市が行っていた以
上
）（（
（
、国が
明示的に単独で事故対策を担当するまでは、市も責任を負っていると考えるの 自然だ ら ある
）（（
（
。
⑷
　
本決定の意義
本決定は、市が日常的な管理を行っていた砂浜における陥没事故 関する責任を、国が負うことを認めた事案であ
る。それは、国が所有権を有している砂浜に対する、市による「日常的な管理」の埒外の事象が生 たこ という事
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実関係の下で認められたことであるから、本決定の射程は、そのような、委任者による適切な措置が期待しえない大規模な瑕疵 場合に限 る。そのような意味で本件は事例判断ではあるが 市という日常管理者がいるにもかかわらず、国が危険源の管理責任を負う具体例を示した点には、意義があると思われる。
（
1）刑集六三巻一一号二六四一頁。
（
2）この点につき、北川佳世子「判批」判評六三八号（判時二一三九号。二〇一二年）一八六頁注一三参照。
（
（）最一決平成二六年七月二二日集刑三一四号一 頁。
（
（）刑集六八巻六号八〇八頁以下。以下、同書からの引用は単に頁数のみを示す。
（
（）たとえば、近時の過失不作為犯に関する最高裁 例である最二決定平成二〇年三月三日刑集六二巻四号五六七頁や最三決平成二四年二月八日刑集六六巻四号二〇〇頁の決定文においては、上告趣意からの引用部分を除いては、作為義務という用語は用いられていない。さらに、調査官解説においても、 「注意義務（作為義務） 」という言い回しがなされている（矢野直邦「最判解」 『最高裁判所判例解説刑事篇
　
平成二四年度』七五頁。また、家令和典「最判解」 『最高裁判所判例解説刑事篇
　
平成二〇年度』 （法曹会、二〇一二年）八四頁も参照） 。
（
（）この点を指摘するものとして、岡部雅人「過失不作為犯における『注意義務』について」高橋則夫他編『曽根威彦先生・田口守一先生古稀祝賀論文集〔上巻〕 』 （成文堂、二〇一四年）二〇五頁。さらに、樋口亮介「注意義務の内容確定基準」髙山佳奈子＝島田聡一郎編『山口厚先生献呈論文集』 （成文堂、二〇一四年）二二四頁以下。
（
（）松宮孝明「判批」法セ六八三号（二〇一一年）一二七頁。さらに、過失犯の処罰を一人に限定すべきとして、過失の競合を限定的に解する見解として、髙山佳奈子「複数行為による事故の正犯性」 『三井誠先生古稀祝賀論文集』 （有斐閣、二〇一二年）一六一頁。
（
（）神戸地判平成二三年三月一〇日裁判所ウェブサイト。
（
（）原審の認定によれば国と市で締結された「大蔵海岸海浜公園の維持管理に関する覚書」に基づき、国側は海岸保全施設の
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維持管理を行っており、市は公園協会を通じて、公園の維持管理を行っていたとされる（八八三頁以下） 。
（
10）包括的に示すものとして、甲斐克則「過失の競合」刑雑五二巻二号（二〇一三年）一四三頁以下。
（
11）代表的な近時の文献として、古川伸彦「過失競合事案における注意義務の重畳関係の論定」刑雑五二巻二号（二〇一三年）一六三頁、松宮孝明「過失の競合」刑雑五二巻二号（二〇一三年）一八八頁。これらの文献では、その上位概念として、直接型の過失競合と並列型の 競合という視点が挙げられているが、本事案は後者に分類されると思われるため（前掲論文一六八、 一八八頁） 、本稿では立ち入らない。
（
12）最決平成一九年三月二六日刑集六一巻二号一三一頁。
（
1（）古川・前掲注 （
11） 一六三頁。
（
1（）北川佳世子「判批」宇都木伸ほか編『医事法判例百選（第一版） 』 （二〇〇六年、有斐閣）一九 頁。
（
1（）最決平成一七年一一月一五日刑集五九巻九号 五五八頁。
（
1（）古川・前掲注 （
11） 一六七頁。もっとも、抗がん剤過剰投与事件においては、科長自らの確認も要求されているという意味
において、典型的な監督過失ではなく、 「指導上 」に分類しうる事案だとされ いる（甲斐克則「判批」山口厚＝佐伯仁志編『刑法判例百選Ⅰ総論〔第七版〕 』 （有斐閣、二〇一四年）一一七頁。さらに、林幹人『判例刑法』 （東京大学出版会、二〇一一年）一〇二頁以下も参照）が、本稿で検討すべき注意義務の「存否」のレベルでは差異はない。
（
1（）古川・前掲注
11） 一六八頁。
（
1（）原審及び原々審では、 「国が本来有する責任」という趣旨の言辞が繰り返し用いられている（八九九、九〇〇、九一四頁） 。さらに原審は、 「国には本件砂浜とかぎ形突堤の安全管理をすべき第一次的
0000
な責任があると解するのが相当である」と述べる
（八九九頁。圏点筆者） 。
（
1（）島田聡一郎「国家賠償と過失犯」上智法学論集四八巻 号（二〇〇四年）四八頁。
（
20）この点につき、さらに、古川伸彦「判批」ＣＬＪ四三号（二〇一五年）一三七頁以下も参照。
（
21）島田・前掲注 （
1（） 四八頁のほか、原審も、デパートの火災防止措置などの場合（最決平成三年一一月一四日刑集四五巻八
号二二一頁）と同じような信頼は許されな と述べる（九一五頁） 。
（
22）甲斐克則「判批」ジュリ一四七九号（二〇一五年）一五八頁。
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（
2（）それゆえ、薬害エイズ事件厚生省ルートにおいては、過失の競合という点が若干ながら考慮されている。この点につき、家令・前掲注 （
（） 八七頁。
（
2（）本決定が「作為義務の認定に当たり、至って普通のものの考え方」 （古川・前掲注 （
20） 一三九頁）と評されるのも、その意
味において正当であろう。
（
2（）九二三頁以下。
（
2（）八八七頁以下。
（
2（）その意味において、本件において過失の共同正犯を認める余地があるとする見解には、十分な理由があると思われる。たとえば、 嶋矢貴之「過失競合と過失犯の共同正犯の適用範囲」 『三井誠先生古稀祝賀論文集』 （有斐閣、 二〇一二年）二二四頁、池田修＝杉田宗久『新実例刑法［総論］ 』 （青林書院、二〇一四年） 四五頁〔板津正道〕などを参照。
〔付記〕
校正段階で、稲垣悠一「公物管理における不作為的過失責任と注意義務の判定手法」専修法学論集一二四号（二〇一五年）
一九一頁に接した。
（大東文化大学法学部教授）
